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はじめに～本稿の課題

　私は，別稿（ｒ京都市経済の衰退傾向』）で，この国の経済が第１次石油危機を

契機に不安定低成長に移行した昭和４８年度以後の京都市経済の趨勢分析のなか

で， 特に第２次石油危機（昭和５４年）を決定的な転換点として・京都市経済が

重大た危機に直面していることを別扶した 。

　すなわち，京都市は産業構造に重大た脆弱性を抱えながらも ，昭和５０～５４年

度の実質経済成長年率は４１％であり ，全国平均の５２劣およぴ京都市を除く

政令指定９都市（広島市を除く ・東京都は都全体）平均の４．８劣に著しく遅れをと

ったとはいえないが，昭和５４～５８年度の０４％という水準は，全国平均の３９

劣および政令指定９都市平均の２．９劣と比べて成長停止状態という憂慮すべき
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事態に陥っていることを指摘した 。

　同時に，京都市民所得の構造分析の中で，昭和５４年度をピークとして昭和５４

～５８年度の問におげる市内総資本形成が減少趨勢＝マイナス成長（名目値８．５劣

減・ 実質値８・６％減）とたっている下で，民問企業設備投資は比較的堅調に増加

趨勢を示し・他方でその増勢を民問住宅投資および公共投資の減少が相殺して

余りある深刻な事態になっていることを指摘した 。

　本稿は・こうしたセミマクロ ・レベノレの京都市経済の趨勢と現状の分析を前

提として・それと対応する京都市財政の構造分析を試みようとするものである
。

　１９８０年代に顕著とたった京都市経済の衰退傾向の中で，ｒ産業経済の活性化」

と「民問活力」の活用が繰り返し提唱されていると同時に，行政機関としての

京都市当局の積極的な役割にも期待の眼が向げられている
。

　だが・京都市当局は，特にその行財政機能を通じてこうした役割を積極的に

果しているであろうか？　答えは，否である。本稿は，この点を財政面から京

都市普通（一般）会計に焦点を絞って，以下の順序で分析しようとするもので

ある
。

　第１に，昭和４８～５８年度の京都市の歳入 ・歳出〔性質別〕決算額構成の時系

列的分析によっ て， その構造的特質を解明することである
。

　第２に・京都市財政構造の特質をその他の政令指定都市（東京都およぴ広島市

を除く）との比較分析を通じて一層明確にすることである
。

　第３に・京都市財政構造の健全度と弾力性を主要な財政諸指標の検討によっ

て評価することである 。

第１章京都市財政構造の時系列的分析

〔１〕　昭和４８～５８年度の京都市財政構造分析の前提条件

地方財政としての京都市普通会計としての財政構造を分析しようとする場合
，
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念頭におくべき以下の前提条件があるように思われる 。

　第１に，昭和４８年秋に勃発した第１次石油危機を最大の契機としてこの国の

高度経済成長が終焉し，昭和４９年度に国民経済の実質経済成長割主戦後初めて

のマイナスＯ．２劣，京都市は同 ．じくマイナス８．Ｏ〃こ陥り ，以後，不安定低成

長期に移行したことによっ て国家 ・地方における財政危機が深刻化したことで

ある 。昭和５０年度は，地方財政がこの国の高度径済成長が開始された昭和３０年

以来，まさに２０年ぶりに危機に見舞われた年である，といわれる 。

　このため，昭和５０年度には国家財政は深刻た歳入不足のためにいわゆる赤字

公廣（特例公債）発行を余儀なくされ，地方財政に関しては，地方父付税の落

ち込みに対して交付税特別会計が資金運用部からの借入金によっ て補填し（昭

和５８年度決算残高約１１．５兆円 ・１／２は地方が償還負担，昭和５９年度より廃止）１地方税

の落ち込みに対しては地方債の増発（臨時 ・特例的な建設地方債の増発）により補

填する措置がとられたのである 。

　第２に，昭和５４年の第２次石油危機の発生による経済成長率の一層の低下に

より国家 ・地方の財政危機が一層加速され，巨額化した公債 ・地方廣残高に対

する元利償還負担の重さからその発行額を極力抑制 ・削減し，同時に，地方に

とっ ては重要た財源の一部である国庫支出金（いわゆる国庫補助金）の抑制 ・削

減が格段と強化されたことである 。

　昭和５０年代前半に地方債増発に依存して積極的に進められてきた地方建設投

資（地方普通建設事業費）は，昭和５４年度を境にして抑制 ・削減基調に転換した 。

また，国庫支出金の伸び率が，昭和５４年度に２０年ぶりに１ケタ台に落ちて以来

一貫して低下し，昭和５８年度には遂にマイナス２．７劣とな った。これは国の公

共事業費の伸ぴ率をゼロ 以下にするなと一般歳出の厳しい抑制策の反映であり ，

この結果，地方歳入総額に対して占める園庫支出金の割合は昭和５２年度の２３１

劣から昭和５８年度には２０．２％まで低下した 。

　以上の諸点を念頭において，昭和４８～５８年度の問におげる京都市財政構造の

特徴を分析しよう 。
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〔２〕　昭和４８～５８年度の歳入構造の時系列的分析

　昭和４８～５８年度の京都市普通会計の歳入構造を分析するために作成した総括

表が，第１表一１である 。

　この期問の歳入構造の特徴づげを試みようとする場合，まず第１に止目すべ

きことは・既に示唆したように・第１次石油危機勃発に伴たう昭和４８ ・４９両年

度に亙る異常な物価上昇率（ｒ狂乱物価」）と戦後初めての昭和４９～５０（１９７４～７５）

年世界同時不況の時期・および昭和５４年の第２次石油危機の勃発とそれに伴な

う昭和５５～５７（１９８０～８２）年の第２の世界同時不況によっ て， 時期区分ができる

ように思われる 。

　第１表一１で明らかたように，昭和４９年度の歳入総額は狂乱物価により前年

度比４０１％増と急膨張した。市税収入 ・自主財源およぴ地方父付税 ・国府支出

金もともに名目的に急増したが，なお不足する財源は市債を倍増して賄ったの

である・この結果・歳入総額に占める市税収入 ・自主財源の構成比はそれぞれ

４０劣減，５０％滅となり ，依存財源は地方父付税を中心として徴増したが
，

市債の構成比は４．６％増の１５．２劣にも達した
。

　そして・昭和５０年度に歳入構造上の危機に襲われた。すなわち，市税収入は

前年度比５．７％しか伸びず，特に市民税は，個人市民税が１．２劣増，法人市民

税が０５％滅で・事実上横這いとなった。地方父付税は国と地方の折半負担に

よる交付税特別会計の借入金による補填により京都市は前年度比１２．９劣に伸び

率を確保し・国庫支出金は国の特例公債（赤字公債）の発行による公債発行額

前年度比２．４４倍増により京都市は前年度比２０．１劣を確保した。それにも拘らず，

京都市は市債発行額を前年度比で１７９劣も増加したげれぱならなかった 。

　昭和５０年度から昭和５４年度までの京都市の歳入政策は，基調的に，借入金の

拡大に依存しつ二 平均年率１３．１劣増〔複利計算〕（期間全体で６３．６％増）の積極

的財源拡大策を続げた，と評価してよいであろう 。

　この問の市税収入は・市民税とともに，経済成長率の相対的な高さ（市民総
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支出の名目成長年率９．５％，実質成長年率４．１％〔複利計算〕）に助げられて，歳入総

額の伸ひ率を僅かに上回った。しかもこ二で，注目しておくへきことは，市民

税の伸ぴ率が歳入総額のそれを僅かながらも上回ったのはこの期剛こおいては

法人市民税の伸び率の高さによる，ということである 。

　また，地方父付税と国 ・府支出金は歳入総額の伸び率をかたり大きく上回 っ

た。

　逆に，市債発行額は，絶対額で増加基謝こあり後年度に歳出面で公債費負担

に重くのしか上ることになるのではあるが，さし当りその伸び率は歳入総額の

伸ぴ率をかたり大きく下回ったのである 。

　ところが，昭和５４年度を境に，状況は一変する 。

　第１に，昭和５４～５８年度間の京都市の経済成長年率は名目３．５劣，実質Ｏ．４

％に急落した。その結果，市税収入の伸び率は昭和５０～５４年度間の６８．９劣から

昭和５４～５８年度問には３９８劣へと急滅した。しかし，この伸ぴ率でさえ歳入総

額のそれ（１７．６％）の約２．３倍であり ，主要た歳入項目の中では抜ん出て高い

のである。また，この時期の市民税の伸び率は３７．６％であるが，それはほとん

ど専ら個人分の伸び（４８．９劣）に支えられており ，法人分の伸び率は１６．３〃こ

過ぎず，それ以前の時期とは対瞭的なのが注目される 。

　第２に，国税三税の伸ぴの鈍化を反映して，昭和５４～５８年度問の京都市の地

方父付税収入の伸ぴ率も鈍化し歳入総額よりも僅か１６劣高い１９２刎こ留まっ

た。

　第３に，国は昭和５５年度から公債発行の減額を基調としたいわゆる「財政再

建」の名の下で　般歳出の伸ぴ率を極力抑え，昭和５７年度にはセロ ・ンーリソ

クを設定し，同時に，昭和５５年度から公共事業費の伸ぴ率をゼ剛こ凍結した 。

この結果，昭和５０～５４年度間では歳入総額の伸び率６３．６％よりも大きい７９．Ｏ劣

増となっていた京都市の国庫支出金収入は，昭和５４～５８年度問では，歳入総額

の伸び率１７．６刎こ比べてはるかに低い僅か１．９労増に留まったのである。すな

わち，京都市の国庫支出金収入は，昭和５４年度の６４８億円から昭和５７年度にピ

ークの７０７億円に達した後，昭和５８年度には６６０億円に減少したのである。こ
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　　　　　第１表一１　京都市普通会計歳入決算額構成

金脇姜年姜戌比 金蹄姜年姜成比金昭干姜年麦戌比金竿書年姜皮比金昭和書年葦成比

項…震
９２．７００５工 ．３ １３２・３９アｉ５１・１

目毒財源
４９．５２０３８．４

．１芸１１書 ．ｌｌｌｌ

釜；１５１；１；

’市 １分税 １；ｌｌ；１； 蝸， ５６’１８
．８

１；ｌｌ１ １；ｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ １５，５４　６．０

２０

，　８
．ｂ

依存姜定姜餓
３ア．０１．２

ｌｌｌｌｌｌｌ篶簑姜
、ｌ１三

１１１ １１１１、；ｌｌｌ ，ｌｌｌ

１；ｌｌｌｌｌｌｌ讐芋葦簑

金 ３３，９３’　１８．８ 姜１、、、 ・芸１１

、。

，、、ｌｌｌｌ

市　　価
　　討

、ｌｌｌ１姜 、ｌｌｌｌ

１舳１１。 、１ユ００ ’Ｃ ２帆５１１五、肌０ ２舳１１

アＩ

５１０臥０ ２舳１１帆、’０阯

１

１０圭０姜篶幕年度葦
４０．１％ １３．７％ １１．５％ 三３．０％

第１表一２ 京都市普通会計歳出（性質別）

年　度 昭和４８年度 昭和４９年度 昭和５０年度 昭和５１年度 昭和５Ｚ年度

項　　目 金　碩構戌比 金　頂嶺成比 金　籔構成比 金　饒椙戌比 金　羽椙戌比
５３．０８３　４３ ．６ ７５，ユ９７　４２ ．８ ８８．８８０　４４－Ｏ １０２，８３８　帆５ １凪５０３　４７．４

乗務的径，
　　指　　敦

１００ ．０ ユ姐 ．７ ユ６７．４ ユ９３ ．７ ２２３ ．２

人件竈
４４，２７　　工２ ５　　　２４８

扶幼貫

茸…ｌｌ
２３，６３　　３．４ ２　　　ｉ４．２

ｌｌｌ１隼１１１雷

公行，
７，

２８　　４．２
４． ９

３い６５　１９ ．？ ５９，７０９　’３４．０ ６２．８４９　３１ ．１ ５９，５６７　〃 ．０ ６５．８１３　２６－３

投資的経貫
　　．竈　　敦

１００．０ １ｂ５．１ 五了３．８ １６５．０ １８２ ．Ｏ

晋通窪設箏集■ ３ふ爪■６ ５己蒜「 ３２ ．２ ５９．５３１１２９・４ ５６．０７８　２５－４ ６２ 亙「 ２４９

３２．４７９　２～７ ４０，ｑ０９　２３ ．３ ５０．４５０　２５－０ ５８．６９６　２６－５ ６工７５６　２６－３

その他経，
　　指　　教

１００ ．Ｏ ｉ２６．０ １５５．３ ユ８０ ．ア ２０２．５

合　　　　　許
１２ｉ，７２ア　１００．Ｏ １７５，８１５　ｉＯＯ ，Ｏ ２０２，１７９ ，１００－０ ２２１．２０１　１００．０ ２５０，０７２　ｉ００．０

臼出伸率ｏ指散 １００．０ １仙．４ 王６６－１ ユ８１ ．７ Ｚ０５．４

鴛出伸率◎繭年度比 ‘
似． ４％ １５－Ｏ％

９．

４％
１３．１％

（備考）歳入決算額における「交通安全対策特別交付金」は，国 ・府支出金に合めた 。

（資料）『京都市統計書』各年版，『大都市比較統計年表』各年版より算出 ・作成。
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（昭和４８年度～昭和５８年度）

（単位／金額＝百万円，構成比＝％）

昭和５５年度

涌紀乾比

昭和５６正度

頂格取比

昭和５７年婁

頑椙皮比

昭和５８年度

碩お戌比

昭和５４年度

碩裕成比

昭和５３年度

碩椙成比

ユ蝸，１”４８．５ 王６５，８９珂４９．３

１　　０
１５５，王９５３９ ，２

６，

Ｃ９２！
．８５４．８８！８．Ｏ ｌｌｌｌｌ

１； ｌｌｌｌ１ １１１；

１，

１、９、、十、、
１４５，２王３ｂ

．０

，５８０
．９

ｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌ；ｌｌｌｌｌ
、ｌｌ；１ ユｌｌｌｌｌｌ

；；ｌｌ；ｌｌ

．　王．２１
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れと並行して，府支出金を加えた京都市の国 ・府支出金収入は，昭和５６年度を

ピークとして昭和５７ ・５８両年度とも前年度比減額とたり ，昭和５８年度は昭和５４

年度比で１．７劣増に過ぎたくなっているのである 。

　こうＬた市税収入を中心とした自主財源およひ地方父付税，国 ・府支出金収

入の深刻た伸び悩み状況の下で，昭和５４～５８年度の期間におげる京都市の消極

的な財政政策を決定づげたのは市債政策である。市債発行額は，歳出面での公

債費負担の増加傾向の中で，まさに昭和５４年度をピークとして以後一貫して減

額されていき，昭和５８年度には昭和５４年度の４２９億円から２７．２劣減の３１３億円

にまで減額されたのである 。

　かくして，昭和５４～５８年度問におげる京都市の歳入総額増加年率は名目経済

成長年率を０６劣上回る４１刎こ留まり ，京都市の経済成長の足椥にな ったの

である。この点は，むしろ歳出構造分析で解明しよう ，と考える 。

〔３〕昭和４８～５８年度の歳出構造の時系列的分析

　昭和４８～５８年度の京都市普通（一般）会計の歳出構造を分析するために作成

した総括表が，第１表一２である 。

　この期間全体を通じた京都市財政の歳出構造の特徴は，以下の通りである 。

　第１に，経常的 ・法令的に支出が義務つげられた任意に削減することのでき

ない義務的経費の比率が，短期的には増減を繰り返したがらも趨勢的に上昇カ

ーフを描き財政硬直化が格段と深刻化して，財政構造は危機的様相を呈してい

ることである 。

　第２に一， それとは全く反対に，計画的に都市の産業 ・生活基盤を充実 ・整備

し将来の地域経済杜会の発展のための杜会資本ストックを形成する投資的経費

（公共投資）の比率が趨勢的に低下し，ピーク時の昭和４９年度の３４．０劣から昭和

５８年度には遂に２０％の大台さえ割り込み最低の１９．７刎こまで落ち込んだことで

ある。これは，まさに京都市経済の衰退傾向を財政構造面から象徴する指標で

ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３６）
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　第３に，上記両経費の中間的性格を有する各種経費を包括した「その他経

費」の比率が，昭和５４年度以降急増し昭和５８年度には昭和４８年度比で義務的
・

投資的両経費を抜いて最も高い伸び率とたったことである 。

　これら三大経費の趨勢を総括的に概観すると，歳出構造の転換点＝節目は歳

入構造のそれとほ父一致する昭和４９年度および昭和５３～５４年度にあるように思

われる。昭和４９年度は歳出総額に占める義務的経費の比率が当該期問におげる

最低水準，投資的経費がその逆の最高水準を記録し，昭和５３年度には昭和５０年

度以降の同様の節目が存在し昭和５４年度は投資的経費の絶対額のピーク時であ

るとともに歳出総額の前年度比伸び率２ケタ台の最期の年度に当るのである 。

　こうした総括的特徴を踏まえて，それぞれの経費の趨勢の特徴を ヨリ立ち入

って分析したい，と考える 。

　（１）義務的経費の趨勢と特徴

　既に指摘したように，昭和４８～５８年度問を通じて，歳出総額に占める義務的

経費の比率は増加趨勢のもとで推移したのであるが，その原因は第１表一２の

「義務的経費」の構成項目欄で明白なように，人件費ではたく扶助費と公債費

によるものである 。

　人件費比率は，第２次石油危機が勃発した昭和５４年度までは趨勢的に低下し

ており ，以後横這い基調で推移している。当該期問を通じて３％程度低下した

というべきである。これは京都市が職員数の増加を相対的に抑制し，近年では

むしろ削減していることの結果である。しかし，これが行政サービスの効率化

の結果であるのか，その水準の低下の結果であるのかは慎重た吟味を必要とす

るところである。それにも拘らず，京都市の人件費比率は後述するように，そ

の他の政令指定８都市（東京都 ・広島市を除く）平均と比べると，それに近づい

ているとはいえ２％程高い。その限りでは，人件費比率の相対的高位性は，依

然としてなお財政硬直化の重要な要因の一つである 。

　扶助費比率は，昭和４８～５８年度間において趨勢的に一貫して上昇し，当初に

比べて３～４％高い水準とな った。昭和５８年度の前年度比１．３％という大幅減

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３７）
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は新老人保健制度の平年度化に伴たう老人福祉費の急減による一時的特殊要因

の作用の結果である 。

　扶助費の絶対額と扶助費比率が増加した最大の要因は，何といっても扶助費

の２／３～３／４を占める生活保護費の一貫した増大であり ，ついで児童福祉費お

よび老人福祉費（昭和５７年度まで）である。生活保護費のなかで過半（５２～６１劣）

を占めるのが医療扶助等であり ，ついで生活扶助（３４～３８劣），住宅扶助 ・教育

扶助等と続く 。そして，医療扶助等と生活扶助とでは，趨勢的には，前者は生

活保護費の中での構成比率を下げ，後者は構成比率を高めている 。

　生活保護法による被保護実人員率は全国的には横這いで推移している。京都

市は，政令指定１０都市の中で昭和４８～５８年度問で生活保護法による被保護実人

員の増加率（８４．３％，実人員２万２，８０９人→４万２，０４７人）が最も高い都市である
。

しかも，被保護実人員数では人口の多い東京都区部 ・大阪市，さらに炭鉱離職

者や素材型産業からの失業者が多い北九州市（４万２，８４３人）に踵を接して第４

位である。そのうえ，京都市のいわゆる人員保護率は，昭和５８年度には北九州

市の４０．５劣をトッ プに福岡市（２８．８劣）とはぶ肩を並べる第３位の２８．５％にも

達した 。

　こうした扶助費比率増大の原因は，京都市経済の衰退傾向の顕在化 ・産業の

構造的停滞による貧困世帯の増大や政令指定都市中最高の老年人口比率（昭和

５５年国勢調査で１０．４劣，京都市を除く政令指定１０都市平均は７．８％）および老齢者層自

身の貧困化であろう 。

　義務的経費比率増大の最大の原因は，言う迄もなく ，公債費の急増である 。

歳入総額に占める公債費比率は昭和４８年の４．４劣から昭和５８年の１０．９劣へと

２５倍化し，絶対額では７７倍とな っている。京都市普通会計市債残高は，昭

和４８年度末の５２９億円から昭和５３年度末の１，９０７億円を経て昭和５８年度末の

３， １９６億円へと６倍増と淀ったのである。この伸び率は，福岡市 ・北九州市 ・

名古屋市に次ぐ位置にある 。

　この公債費残高による後年度負担の重圧こそ，昭和５４年度の市債発行額＝

４２９億円をピークにそれ以後昭和５８年度（３１３億円）まで減少傾向を辿っている

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３８）
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にも拘らず，公債費支出が昭和５４年度の２２４億円から昭和５８年度の４１９億円へ

と２倍近い伸びを示している根拠である 。

　しかも注目すべきことは，昭和５７ ・５８両年度は，市税収入の伸び率低下 ・依

存財源収入の前年度比２年連続マイナスおよび財政規模伸び率のゼ ロ・ シーリ

ソグ化により ，市債発行額よりも公債費の方が大きくなるという事態，いわゆ

る「サラ金財政」化現象が生じていることである。これは，　般的な財政危機

を通り越してまさに財政構造上の非常事態というへきであろう 。

　かくして，公債費負担の重圧は，財政危機と消極的財政政策の主要因の一つ

になっているのである 。

　（２）投資的経費の趨勢と特徴

　人件費 ・扶助費がすくれて消費的性格をもっ ているのに対して・普通建設事

業費を中心とする投資的経費は将来の産業経済の拡大再生産に備え，生活基盤

の拡充のためのストック秒成費である。すなわち，道路，橋梁・学校・公営住

宅の建設等公共施設整備に資する経費である（公共的建設投資には特別会計 ・公営

企業特別会計の資本的支出が加わるが本稿では論及しない）。

　したか って，これを一定水準で緯持することは都市の持続的で着実な発展基

盤を確保する上で不可欠な条件である。げだし，投資的経費は義務的経費なと

と違って財源の変動に応じて比較的容易に支出額を調節することが可能な臨時

的任意的性格をもっ ており ，したがって経常的 ・義務的経費膨張の雛寄せを最

も受やすい。換言すれぽ，計画的かつ目的意識的行財政施策を進めていない自

治体では投資的経費の則年度比増減の乱局下が激しくなり ，財政危機が深刻に

なればなるほど削減され易いのである 。

　昭和４８～５８年度間の京都市の投資的経費の伸び率は，義務的経費 ・その他経

費の３．６～３．７倍という増勢に圧迫されて主要３経費のなかで最低の２．１倍に留

まっ ている。しかしまた，昭和５３～５４年度までの投資的経費の伸び率はその他

主要２経費とほぼ並んでいたことにも止目すべきであり ，伸び率の純減と構成

比の著しい低下はそれ以後に起こっ ているのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３９）
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　同時に，昭和４８～５８年度問の京都市の投資的経費の絶対額の増減の山と谷は ，

昭和５０年度（山）→昭和５１年度（谷）→昭和５４年度（山）→昭和５５～５８年度（底の見

えない谷下り）と経過しているが，この趨勢は歳入におげる市債収入のそれと完

全に一致する。すなわち，この期問におげる投資的経費の財源は市債収入に大

きく依存しているからである。したが って，昭和５５～５８年度の４年問連続の投

資的経費の前年度比マイナスは市債収入のそれと完全に一致するのである
。

　そして，昭和５８年度の歳入総額に占める投資的経費比率１９．７劣という水準は ，

この期問で最低というぼかりでたく ，ピーク時（昭和４９年度）の１５．３劣減 ・転換

点（昭和５３年度）の１０．Ｏ劣減という激落の結果を示すものである
。

　京都市は，元来歳出総額に占める投資的経費比率および市民１人当り投資的

経費が政令指定都市のなかで最下位であったが，昭和５０年代前半期によくその

格差を縮めて最下位から瞬問的に脱出したのであるが，後半期に（その他の政令

指定都市もその比率を下げてはいった）再ぴそれを拡大して最下位に復帰してしま

った 。

　投資的経費（公共投資）と義務的経費とくに扶助費（市民福祉費＝消費的経費）

とはいわは相反関係にあると思われているが，それはあらゆる場合に妥当する

わげではない。すなわち，普通会計の投資的経費だげでなく特別会計 ・公営企

業会計 ・外郭団体（会杜）等の投資的支出を包括した都市公共投資が長期的に

都市経済成長を促進する重要た牽引力の一つになるとすれば，それは市税収入

を安定的に増加させ市民福祉の財源確保に繋がるのである。しかし，そうした

ことを実現するにはそれぞれの都市特有の条件の発見と高度の政策実務的能力

を絶対的な要件とする。私の構想するｒ都市経営」とは，かかる視角を意味す

る。 京都市の現状は，こうした「都市経営」視角からははとんど無縁である 。

　（３）　その他経費の趨勢と特徴

　昭和４８～５８年度問を通じて，主要３経費のうち「その他経費」の伸ぴ率が最

も高い。この経費は，物件費，維持補修費，補助費等，積立金，投資＆出資金，

貸付金および繰出金の７項目で構成される。これはまさに雑多な経費的性格
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（経常的 ・臨時的，消費的 ・投資的）を有する小項目の寄せ集めとしてある 。

　その他経費は昭和４８年度を１００とすると昭和５８年度に３６６．６になるのである

が， この平均伸び率を越えている小項目は補助費等（６７５．１），繰出金（５８８．７） ，

維持補修費（４０４．７）である
。

　このうち特に目立つ補助費等ぱその絶対額も大きく ，昭和４８年度では物件費

・貸付金についで第３位（９９億円，その他経費内比率３０．６％）の位置にいたが，昭

和５４年度から第１位とたり昭和５８年度には４１１億円でその他経費全体の３４・脇

を占めるに至っている。これとは対照的に絶対額は小さいが注目される繰出金

（昭和５８年度＝８１億円）は，普通会計から公共下水道事業たど地方公営企業特別会

計（法非適用）の公債費 ・建設費財源，老人保健特別会計（法適用）の公費負担

分・ 事務費や国民保健事業会計の赤字補填財源等に繰り出されるものである 。

　この期問の伸び率は低いが，昭和５８年現在で補助費等に次ぎ絶対額の大きい

のが貸付金（昭和４８年度比指数２７３．０，３３４慮円）である。これは深刻化する京都市

経済，特に中小企業の経営事情を反映している。これに次ぐのが，物件費（同

前， ３２７．４，２９１億円）である
。

　他方で，その他経費の小項目の趨勢とは全く逆に昭和５８年度絶対額で昭和４８

年度よりも減っているのが投資＆出資金（同前，７１ ．５，１６億円）である ・

　以上，第１次石油危機を契機にこの国の経済が不安定低成長期に移行した昭

和４８年度から昭和５８年度までの京都市財政（普通会計）の歳入 ・歳出構造を分

析してきた。こ二で，これらの分析の小括をしておきたい 。

　まず第１に指摘しておくべきことは，昭和５０年代の地方財政全体と同じく京

都市財政は一貫して危機的状況の下に推移したということである 。昭和５０年代

前半は不安定低成長の下で歳出面で増大した必要経費を国 ・地方折半（後年度）

負担の交付税特別会計の設置と市債増発による借入金増大により賄ってきたが ・

特に京都市の場合は第２次石油危機を契機に一層低下しほ父ゼ ロ状態になった

実質経済成長率の下で昭和５４年度以降市債増発による積極的財政政策を続げら

れなくたったのである。昭和５０年代後半に京都市の財政規模拡大の年率は前半

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４１）
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のほ父１／４水準となったが，それで財政危機が緩和されたのではなく逆に「サ

ラ金財政」に陥っているのである。そしてまた，「サラ金財政」に陥っている

のは京都市ばかりでなく政令指定都市の半数近くに及んでいることを指摘して

おくべきであろう 。

　第２に，京都市は，この１１年間に実質収支赤字を８回記録している（昭和４８
，

４９，５０，５２，５３，５５，５６，５７各年度）が，そのなかでも昭和５６ ・５７両年度の赤字額

はそれぞれ２６．６億円，１５．４億円で６５１都市中連続第１位となっていることであ

る。 京都市の経済も財政もまさに縮小均衡過程に陥りか二っているというべき

であろう 。

　第３に，京都市の財政構造は格段と硬直化し，昭和５８年度には義務的経費比

率は政令指定都市（東夙都を除く）中犬阪市（５１２％）に次いで第２位（４９２％）
，

投資的経費比率は２０劣台を割っている唯一の政令指定都市として最下位に位置

しているのである。京都市は大阪市と並んで財政硬直化の最先端に位置してい

るといえるであろう 。

　今まさに京都市は，都市経済にとっ ても公共財政にとっ ても，さらにまた古

都と町づくりの未来にとっ ても，重大た岐路に直面している 。

第２章　京都市と政令指定８都市の財政構造の時系列比較分析

　第２章では，第１章における京都市財政自体の構造分析を前提にして，その

特質を東京都および広島市（前者は都道府県としての都単位とたり ，後者は昭和５５年

度指定のため）を除く８政令指定都市との時系列比較分析を通じて一層鮮明にし

たいと思う 。

　そこで，本早では基準年度として昭和４８年度，昭和５３年度およぴ昭和５８年度

の３年度をとり ，しかも市民１人当り財政 ・経費水準という前章とは異なる視

角から比較分析することにしたい。本阜では特に断らない限り ，比較基準は市

民１人当り水準を採用している。そしてまた，丁度中剛こ位置する昭和５３年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４２）
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は財政構造上の転換点とも一致する 。

１０７

〔１〕昭和４８年度における京都市と政令指定８都市の財政構造比較分析

　（１）　歳入構造

　京都市の市民１人当り歳入総額水準は，第２表一１で示されているように ，

８都市平均の８２．８劣であり横浜 ・名古屋に一ついで低い。それは，自主財源とく

に市税におげる固定資産税および法人市民税の低位性，さらに市債収入の低さ

による 。

　このたかで何よりもまず京都市歳入構造の特質の一つとして強調しておくべ

きことは，今目古都税間題として論議されていることと直接関係する固定資産

税水準の低さである。京都市は都心周辺に固定資産税を減免される宗教法人 ・

学校法人（特に大学）を数多くか上 え， それ故その水準は８都市平均の６０％と

たり ，これが市税収入の低位性の最大の原因にたっている。しかしまた，留意

しておくべきことはそれはマイナス面ぱかりではなく ，両法人職員の個人所得 ，

観光消費 ・学生消費等を通じ。て市民所得移成に寄与していることである。すな

わち，それは個人市民税水準が８市平均の１２．８％も高く ，９都市中名古屋 ・横

浜に次いで第３位に位置していることで傍証されている 。

　法人市民税の相対的低位性は，京都市は「中小企業の町」として中小零細法

人が圧倒的に多いこと（資本金１億円未満法人が全法人の９６．４％），繊維産業に著

しく特化した産業構造ゆえに法人市民税収入におげる繊維産業への依存度も極

めて高いこと（３０％水準）や欠損法人も少たくたいことたどによるものである 。

しかし，京都市の法人市民税水準が８都市平均よりも低いといっても，それは

特に関西経済圏および中部経済圏の中心都市である大阪市および名古屋市の水

準が抜ん出て高いのを含めて平均した結果だからであり ，京都市の水準そのも

のは両市および福岡市に次いで９都市中４位にあることにも止目すべきである 。

　依存財源は，歳入総額水準を高める役割を果たしている 。

　市債の絶対的水準は，横浜市に次いで低く ，歳入総額に占める構成比では最

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４３）
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　第２表一１　昭和４８年度／政令指定都市～市民１人当り

賞入総軸
９’ ９３８ 　’市民税　

．．畠主財濠；市説
人分法人分薯産菱 依存財濠

９， ６８５

京楳 １１１１１ ｌｌｌｌ

１鷲
３１１；ｌｌ

・一偉．
、ｌｌ１ｌｌ 、ｌ１姜１

礼幌ぽ ．、ｌｌｌ１ｌ 、。ｌｌｌｌ

慣浜腸 、ｌｌｌ；１ 、、ｌｌｌｌ

川暗般 ８１１１１１

、、

簑１

鮎屋 蔚 、、ｌｌ１ｌｌ 、、ｌ１姜

大阪騰
神戸厳

ユ、

ｌｌｌｌｌ 、、ｌｌｌｌ

舳般
、、

ｌｌｌｌｌ 、、ｌ１麦

１，

ｌｌｌｌ； 、、ｌｌ；１

福同蔚 １００ ．０ ３４．２

　　　　（第２表一１～３に共通）

　　　　（備考）　８市平均は，京都市を除く本表の８市の人口総数を基準とした加重平均である 。

　　　　　 “京都市の比率は，８市平均との対比である 。
　　　　　 榊　８市平均の比率は，京都市との対比である 。
　　　　（資料）自治省編『地方財政統計年報』各年版，『大都市比較統計年表』各年版より算出 ・作成。

低で，８都市平均よりも２．８劣低い１０．６劣である 。

　京都市以外の８都市の中で特に注目されるのは，大阪市の歳入総額はもとよ

り法人市民税 ・固定資産税 ・市債水準の高さと個人市民税水準の低さであり ，

神戸市の市税以外の自主財源収入と市債の水準の高さであり ，最も局率の生活

保護世帯 ・人員を抱えている北九州市および札幌市の依存財源比率の抜きんで

た高さである 。

（６４４）
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普通会計歳入 ・歳出（性質別）決算額構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位／金額：円，構成比 ・比率＝％）

投資的覆口 その他註’市　信 養出馨領 義務的祭簑
・人件■扶助口公信口

２５１１１１ ２２；ｌｌｌ３６１１ｄｌ＋ ２’ １２１＋ ｕユ１９１＋ ム１６１

、、、
十、、、十、。、７＋、、、

８１１１１１ｇｌ；ｌｌ

工、ｌｌ；１ 工、、ｌ１芸

３８ ．０２６十２２０５５＋１０
’４ア７

．ＯＯ

工１９；

、、ｌｌｌｌ

、ア

ｌｌｌ１

、ｌｌｌｌユｌｌ１ｌ ｌｌｌｌ；

．ユ

ｌｌｌｌ

：５１８５６ ３５；ｌｌｌ ２４；ｌｌｌ

一ユ３
．５

，８４２

、ｌｌｌｌｌ

Ｚｂ ，４２９ ２ア ｌｌｌｌ ２２１１１１

、、

１姜１ 、ｌｌｌｌｌ

３，

１，１

２０

篶
３０：ｌｌｌ３６ ，２０２ ・　２５．１６３　　７ ，ｉ７３

＋　＋　＋４１ ．５ ・　２８．９　　８
．２ ム１ｌｌ、。ｌ１言 、ｌｌｌｌｌ

”，１８；十 ’９１１２１＋ 軌１２１＋ ３２１１１； Ｚ３１；ｌｌ

３． ５、、ｌｌｌｌ 、、ｌｌｌｌｌ

５３９３２　　３０４７９　　１３２５３　　ユ０２００ ５２；ｌｌｌ ３フ ｌｌｌ；

１５ ．ア

５３１１１１ ３０１１１１４０ ．７７２　　　　　　　　　　　　　　　　１０ ．５７８　　　　　　７ ．２０４

２ア
十ユ、、十、、十、、

１２１；ｌｌ；

、、ｌｌｌｌ

４３；ｌｌｌ ２５；；ｌｌ

舳ｂ＋２１７１９＋２００８３＋４４９４
．１ ・　　１８，８　　　１７．４　　　３

．９

１ユ １；；ｌｌ

１，ｌ１書

３４８８１　　１６２０９　　１５６０５　　　３０ア３ ４１１１三 ２８１１１１

１１ ．１

１０１１１１；

　（２）　歳出構造

　京都市の市民１人当り歳出総額の水準は歳入に制約されているのでそれとは

ぽ同じ８都市比で８０．６％である 。

　何よりもまず指摘すべき京都市の主要経費構造の特質は，義務的経費比率の

突出的高水準とそれと反比例的に低い投資的経費比率である。義務的経費比率

は８都市平均よりも７．４％高い最高水準にあり ，投資的経費比率は同じく８．Ｏ

％も低い最低水準にある。しかし，絶対的水準では，義務的経費は８都市平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４５）
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の９■３％投資的経費は６３．５％であり ，いずれも低い。そして，最も注目され

るのはまさにこの投資的経費水準の低さである。つまり ，過去の老朽化したス

第２表一２　昭和５３年度／政令指定都市～市民１人

虜入讐軸 畠圭 、財濠 ，市税

ぽ÷
暮産裏 放存則源

２０１１；ｌｌ ｍｌｌｌ

京　罰

ｂア，９２　Ｚ５，１９３　工２，つ２３　　１７ ，０６５

、ユ、、
十１、十、、

、、、、、、
十、

、、、

十、８、、

，１。、、
十、、、十、、、

２１１１１

、１；ｌｌ

１１１１

２２１；；ｌｌ

アｌｌ１貴

１２２１１１６

８市平均
ｌｌｌｌｌ

・　８３ ．５ア叶 　２４ ，０２１ ’１４．２３５　　２８，蝸５

、、。、
十、、十ユ 、、

。、、 、、、
ｒ一

、。、
十、 、、

　リ、、十１、、、十、、、、

、ｌｌｌｌ

ｌｌｌｌ

■

２０１；ｌｌｌ

、、ｌｌｌｌ

札　饒嵩 、１；ｌｌ

ユ、ｌｌｌｌｌ

漬　浜榛 ｌｌｌｌｌ

４４

簑

１９ １；ｌｌｌ

、ｌｌｌｌｌ

州焦 、ｌｌｌｌ

、、ｌｌｌｌｌ

…榛 ｌｌｌｌｌ

５７１１１１

２８１１１１１

どｌｌｌｌｌ

一惇 、ｌｌｌｌ

、、

ｌｌｌ１ｌ

神偉 ｌｌｌｌ； ２１１１１

２６１１；ｌ１

一薫
１１１ １；ｌｌ

、、１ｌ１姜 、ｌｌｌｌｌ

拒偉 ｌｌ；ｌｌ ＃茸＃１＃等 ２１１１；

（備考）指数は，昭和４８年の各市ごとのそれぞれの項目を１００．０とした伸び率を示す。

　　　　（６４６）
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トックに依存していくような京都市の行財政姿勢が懸念されるのである 。

義務的経費の中では，人件費比率が８都市平均より４．６劣も高い２５．６％で川

当り普通会計歳入 ・歳出（性質別）決算額構成

　　　　（単位／金額
＝円，構成比 ・比率＝％）

投竈的壌口 その他侵冒市債 古出窓コ 義箒的震口 人件口扶助口公竈８
５１篶 ５２；ｌｌ；２７１１１１ ２０１１１１１ ８９．４４１　　　　　　４４，ｂ７２　　　　　　３２ ．０５５　　　　　　１２ ，７ｉ４

＋　
、、、
十　

、、、
十　

、、

、、、

十２。、、十、、、、十、、７、

ア、
十、７、十１。、、十、、、

２１１１１ ２１１１１ ２１１１１２１１１１

７２１；１； ５７；ｌｌｌ３１ １１１１ ２２１１１１１ ９ｉ ，７７２　　　　　４５．７１３　　　　　２９．５９７　　　　　１６，勾６２

、、
十　

２。、
十　

、３、十　 ア、
、、、

十、。、、十、、、、十、，、、

。、、

十、。、、十　、、、十、、、、
１；ｌｌｌ ｌｌ；ｌｌｌｌｌｌｌ ．ｌｌｌｌｌ

６８１１１； ５６１１１１２４１１１１ ２０１；ｌｌ１ ７７．６８５　　　　　　３３ ．７０２　　　　　　３０ ．９２４　　　　　　１３ ，０５９

、３
＋１、、十、、、十、、

、、、

十、。、、十、７、、十２，８７
、ｌｌｌｌｌ、ｌｌｌｌｌ 、、；１姜１ 、ｌ１姜１

５９．１５５　　３４．４０１　　１４．５００　　１◎ ．２５４

、、
十　、、８＋　 、、十　 、、

２、、

十、、７。十、、、３＋２、、、
ユｌｌｌｌ 、ｌｌｌｌ

、簑１１ １；ｌｌ１

６５１１１１ ４５１１１１３２１１１１ １９１１１１１ ８４．９０９　　　　　　５３ ．８９１　　　　　　１６．８５４　　　　　　１４，１６４

３、
十、７、十、、十、、

３、、

十２、、、十、３、。十。、、、
、１ｌｌ１ｌ、ｌｌｌ１１ 、、ｌｌｌ；１ 、１ｌ１ｌ１

７４．１６６　　４２．８３８　　２０．８０５　　１０ ．５５２

、、
十、、８＋、１上十、、

、、、

十２、、。十３。。３＋３、ア、
１１１１１ 、ｌｌｌｌ、ｌｌｌ； ｌｌｌｌｌ

８０妻１１ ６４１１１１４３１１１１ ２８１１；ｌｌ １３９．０８４　　　　　　６５．１９３　　　　　　４５．８３７　　　　　　２８，０５４

、、
十　、、。十　 工、、十　 、、

、、、

十、、、、十、、、、十、、、。
７１１１１１、ｌｌｌ；１、１ｌｌ；１ 、、、ｌｌｌ１ｌ

１◎４．７４０　　　　　５２．８０８　　　　　２９．０８５　　　　　２２ ，８４７
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崎市に次いで第２位，扶助費比率が同じく３．６劣高い１３．６労で北九州市 ・福岡

市に次いで第３位である。それとは反対に，公債費比率は１．２劣低い４．４％で ，

９都市中川崎市とはＮ同率の第６位である 。

　その他経費比率では８都市平均とはぶ同水準だということである 。

　京都市以外の８都市の中で注目されることは，横浜市の扶助費比率の低さ ，

川崎市の人件費比率の高さ，大阪市の公債費比率の高さ，神戸市の義務的経費

比率の低さと投資的経費比率の京都市よりも１３劣も高い４２，７％という水準，北

九州市の扶助費比率の抜きんでた高さ，福岡市の人件費 ・公債費比率の低さ ・

扶助費比率の高さの下での義務的経費比率の低さと投資的経費比率の高さであ

ろう 。

〔２〕昭和５３年劇こおける京都市と政令指定８都市の財政構造比較分析

　（１）歳入構造

　昭和５３年度の京都市の市民１人当り財政水準は，第２表一２で明らかたよう

に， 昭和４８年度の８都市平均比水準よりも約１０劣上昇してその９１～９２劣となり
，

横浜 ・名古屋さらに川崎を抜いて札幌市と肩を並べた 。

　京都市のか二る財政水準を歳入構造から見ると，それはほとんどもっ ぱら依

存財源と市債の高い伸び率によるものである 。

　京都市の昭和５３年度の依存財源は昭和４８年度比でＺ７０倍で８都市平均の２．２７

倍よりもかたり大きく伸び，歳入総額に占める革率も８都市平均にさらに水を

開けて６．４劣差の３８．４劣となり ，福岡市を抜いて札幌 ・北九州両市に次ぐ高さ

になった 。

　京都市の市債は，昭和５３年度には昭和４８年度比で福岡市に次ぐ２．８５倍という

高い伸び率となり ，歳入総額に占める比率も２．５劣上昇して１３．１％となった 。

この比率でさえ，８都市平均よりまだ１．Ｏ劣低い 。

　他方で，京都市は自主財源の伸び率では８都市平均を僅かに上回ったが，市

税収入の伸び率は逆にそれよりも低い 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４８）
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　別稿で既に論じたように，特に京都市の個人所得水準の全国平均に対する相

対的低下の激しさを反映して個人市民税の伸び率が９都市中最低とたっている 。

そのため，京都市の個人市民税の絶対的水準は昭和４８年度よりも７．９劣も８都

市平均に接近して４．９ポイソト高いだげで，昭和４８年度の９都市中第３位から

昭和５３年度には第４位にな った。あたかもこれは，昭和５８年度には８都市平均

以下になるであろうことを示唆している 。

　昭和４８～５３年度間の法人市民税の伸び率は８都市平均を上回 って８７．１劣で８

都市平均の８６ガ水準となり ，その絶対的水準では昭和４８年度と同様に９都市中

第４位にな った。しかし，昭和４８～５８年度問の京都市におげる都市建設の致命

的な遅れと都市衰退傾向の潜在的進行は，個人市民税と同様に，昭和５３～５８年

度問におげる京都市の法人市民税の伸び率の８都市平均に対する低下を予想さ

せるものである 。

　昭和５３年度の固定資産税の昭和４８年度比伸び率は８都市平均とほとんど全く

同じであり ，したがってまたその絶対的水準では８都市平均の６０〃こ留まっ た。

　（２）歳出構造

　昭和５３年度におげる京都市歳出総額の昭和４８年度比の伸びは８都市平均より

も３８ポイソト高い２．３９倍とた った。そして，京都市の主要３経費の比率は昭和

４８年度とほとんど変らなかった。これとは対瞭的に，８都市平均は義務的経費

比率が急増し投資的経費が急減した。その他経費の比率は京都市 ・８都市とも

昭和４８年度とは父同一水準で推移した。その限りで，京都市の歳出構造は８都

市平均に近づいたのである 。

　昭和ら３年度における京都市の義務的経費比率は４４．３劣で８都市平均よりも３

劣高く ，逆に投資的経費比率はそれよりも３％低い。これは前者で４．４劣接近

し， 後者で５．Ｏ劣接近したことになる。その他経費比率は全くの同一水準に汰

った。その限りで，京都市の歳出構造は相対的に改善されたことになる。だが ，

まさに絶対的には悪化したのである。すなわち，それは，歳入面での市債比率

の増加およびさしあたり顕在化していない交付税特別会計による借入金の増大

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４９）
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でもたらされた見せかげの改善だからである。この点は歳出面では既に公債費

の絶対額の３．４倍化，その比率の１．９％の増加となって現われている 。

　義務的経費の中では公債費比率の増加とともに，扶助費比率の２３劣増，人

件費比率の３．５劣減が止目される 。

　京都市以外の８都市も平均的には財政構造をかなり一層悪化させたことにな

る。

　義務的経費比率は京都市に代わ って大阪市が第１位の４９．１劣と昭和４８年度比

で１１．５劣増となり ，そして京都市に次ぎ４０劣台の大台にの っている都市は川崎

・北九州両市とな った。逆に，福岡市は義務的経費比率をＯ．６劣減らしたのが

注目される。昭和５３年度の義務的経費の中で，人件費比率が京都市よりも高い

都市は昭和４８年度に引き続いて川崎市と新たに大阪 ・名古屋両市が加わった 。

同様に，扶助費比率については福岡市が抜けて北九州市とともに新たに大阪市

が加わった。さらに，公債費比率で注目されることは大阪 ・神戸両市の相対的

高水準および福岡市だげは低下させていることである 。

　こうした事情の下で，８都市は投資的経費比率を軒並み減らしたのであるが ，

なかでも指摘すべきことは神戸市がなお絶対的水準では高いものの８．５劣減の

３４２〃こなり ，大阪市に至っては８１劣減で遂に京都市よりも１４％低い２８３

劣にたってしまっ たことである 。

〔３〕昭和５８年度における京都市と政令指定８都市の財政構造比較分析

　（１）歳入構造

　昭和５８年度の財政構造を分析するために作成したのが，第２表一３である 。

昭和５８年度におげる京都市の市民１人当り財政水準は９都市中再ぴ昭和４８年度

時と同じ第７位に逆転し，８都市平均の８８．２劣と昭和５３年度よりも４．２ポイソ

ト低下した。けだし，京都市の昭和５３～５８年度問の財政観模の伸び率が８都市

平均よりも６１ポイソト低い２７．９劣増に留まり ，福岡市に次いで低かったから

である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５０）
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　京都市のこの伸ぴ率は昭和４８～５３年度の１／４以下である。その原因は市債発

行額の２２．７劣に及ぶ削減と依存財源の伸び率の極端た低下である。他方で，市

税・ 自主財源の伸び率が低下し昭和４８～５３年度の１／２程度に留まっ たのである 。

　これを８都市と比較すると，京都市は市税 ・自主財源伸び率で８都市平均に

４～５ポイソト遅れをとり ，市債収入では昭和５３年度比でいずれも削減してい

るもの二８都市平均では４．２ポイソトの低下に留まっ ている。しかし，それに

も拘らず，後述するように歳出面で公債費比率は８都市平均よりも高いのであ

る。 また，依存財源の伸び率は８都市平均では京都市よりも一層低い１４．８ポイ

ソトにすぎない 。

　かくして，昭和５８年度の京都市の歳入総額に占める自主財源比率は昭和５３年

度より８．４ポイソト上昇し，８都市平均でも８．７ポイソトも高くた った 。

　さて，歳入構造を多少細目的に分析しよう 。

　昭和５３～５８年度問の市民税収入は個人分 ・法人分とも８都市平均よりも低い

が， 法人市民税の伸び率の落ち込みは極めて深刻である
。

　すたわち，法人市民税の伸び率は８都市平均の６３労にすぎず，その結果，法

人市民税の絶対的水準は９都市の中で昭和５３年度の第４位からさらに川崎市に

抜かれて第５位となり神戸市にも急追され，８都市平均の７３．９劣と昭和５３年度

比で１２ポイソトも低下したのである 。

　個人市民税の伸び率は法人市民税と比べれぽまだ良好であるが，その伸び率

は８都市平均の８５劣であり ，その絶対的水準でさらに神戸市に抜かれて９都市

中第５位にまで転落し，遂に８都市平均以下に割り込んで９８１〃こな ってしま

った 。

　他方で，京都市の固定資産税の伸ぴ率は８都市平均を上回り絶対的水準で
３．

４ポイソト改善したが，６３．３％水準でなお大差がついていると言わなげれぱ

たらない 。

　京都市の歳入総額に占める市税 ・自主財源比率が８都市平均より４．５～６．Ｏ劣

低く市債比率が２．２労低い分だげ依存財源比率が高くなる。すなわち，京都市

の依存財源比率は８都市平均よりも８．１ポイソトも高い３５．２刎こも達し，北九

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５１）
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　　　　第２表
一３　昭和５８年度／政令指定都市～市民１人

竈入魯ｏ 目主財混 　市　民　硯　ａ　　　　　　固定固人分　法人分　資産ａ
依存財ヨ

９３１１１１２６１１１１； ’５１ １１１ １０４ ；７４１
１３

１＋１６１７１＋
２６ ；１

　、、、、十、、、、十、、、。

、、、、
十、、、十、３３

京　箏 ｌｌｌｌｌ１１１１１ １１；１

８１ １１１１

３篶
１９０１１１ １３２ １１４２ １２１＋２２；９１＋

４２ １２１

、、、

　、、、。十１、、、十、、、、

２、

　、。、、十、３、、十、 、７、

８而平均
１１；１ｌ

●

ｌｌｌｌｌ １；ｌｌ

１．２１；ｌｌ

札偉
２７１１１１；

学＃：芽：薫＃１羊黛
、ｌ１麦１２，ｌｌ１１ｌ

而倖 挙嵩羊：薫鴬羊黛 、ｌｌｌｌｌｌ；１ｌ

４１１１１；

川偉
２５１１；ｌｌ

等ギ：洪１肯１羊薫
、ｌｌｌｌｌ、、ｌｌｌｌｌ

…饒 羊嵩ギ：薫１羊＃書 、ｌ１ｌｌｌｌｌｌ；

８９姜１；

大　阪韓
３８１１１１１

羊ギ：芽＃；薫羊撃
、。ｌｌｌｌｌ３妾１１１１

柿　戸饒
茸＃：…導１貰１羊挙 、ｌｌｌ；ｌｌｌｌｌ

１３５１１１１

北九” 饒
３３ １１１１；

箒＃：芽＃ｌｌ１羊蓋
、。ｌｌ１１ｌ、。ｌｌｌ１ｌ

椙　８鮮
茸：芽：妻１羊１１１羊義

、１；ｌｌ
ｌｌｌｌｌ

　（備考）指数は，昭和５３年の各市ごとのそれぞれの項目を１００．０とした伸び率を示す 。

州・ 福岡 ・札幌３市に次いで第４位である。市税収入が伸び悩み市債増発が高

い公債費比率の厳しい制約を受げている条件の下で，依存財源とくに国庫支出

　　　　　（６５２）
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当り普通会計歳入 ・歳出（性質別）決算額構成

（単位／金額＝円，構成比 ・比率＝％）
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▲十 、十十４ｑ．４　　　 ど１，９　　　１６，７　　　１０ ．９

、、、

十、、、、十、、、、十２、、。

十十十三００ ，６　　　　　　　　９５．１　　　　　　　１１６．ｉ　　　　　　　　９２ ．２

８０ ．２３１

０． ９

１１１１１ｌｌｌｌ ｌｌｌ； ’；ｌｌｌ

７１１１三２９１１１１１ １２７ ．６２９　　　　　　５９ ．６７０　　　　　　３１ ，３‘６　　　　　　３０ ，５９３

＋＋＋、４２ ’６

＋１火９＋、
葦５

＋・
ユ山２

９２１１１１３０１１１１

ｌｌｌｌ； １６０ ．８、芸１１

９６　７０７　　　　　４２　９０９　　　　　　３４　０１２　　　　　　１９　７８６ ９０１１１１ ８９；ｌｌｌ

３苧
２１ １１１１１

、、、、
十上

、、３

＋１、。。十、、、、
、ｌｌｌｌｌ 、、ｌｌｌｌｌ 、ｌｌｌｌｌ 、ｌｌｌｌｌ

引． ８２９　　４５．３１８　　１Ｓ，ア８４　　１１ ，６６１

、、
十　 ユ、、十　 、、十　 、。

、。 、３

＋、、、、十、
、、、

十、、、、
、ｌｌｌｌ 、；ｌｌｌｌｌｌｌ；、ｌｌｌｌ

５２１；ｌｌ ７８；ｌｌｌ１５．３７１

．ｏ

１２０，１１ｂ　　　ア王．王！ｂ　　２０，９ア３　　２８，０８７

７、
十　

、、３
＋　

、、
十　 、、２

、、

十、３、。十、、五、十　、、、
１００．Ｏ■．一１２８．８

・石 、、ｌｌｌｌ 、ｌｌ１ｌｌ

２｛ｌｌ； ２６１；；ｌｌ １１１ ，２３筍　　　　　５９ ．３３６　　　　　２リ，４２１　　　　　２２ ，４２８

＋＋＋后１ ，３　　　　　２２ ，０　　　　　　１０．９　　　　　　８ ．３

＋＋＋１５０ ．０　　　　　　ｉ３８．６　　　　　　１４１ ．４　　　　　　２１３ ．２

、ｌｌｌｌ、ｌｌｌｌ

１０５，８３２，１，６２ １４３，２３８王，３５７

工０４；；ｌｌ８１ ：ｌｌｌ１９５．２３５　　　　　　３６．４１２　　　　　　５９ ．９３３　　　　　　４８，８９０

、、十　、、、十　 、。，十　 、ピ

十十十ユ４０ ，４　　　　　ｉ３２ ．５　　　　　１３０ ．８　　　　　ｉ７４ ．３

１；ｌ１ｌ、ｌｌｌ

、、

ｌｌ１ｌｌ、１；１姜

１５０　０８５　　　　　　６１　１９５　　　　　　３７　２５７　　　　　　４５　６３Ｒ４１１１１１ ３５１；ｌｌｌ

ｌｌｌｌ 、１；ｌｌ

、、３、

十、、、、十１ビ
、、

十、、、ア
９１，５３５，９５４

、、ｌｌｌｌ；

８７ 麦１１ ９２

荒ｌｌｌｌｌ

ヱ５ｉ ，８０３　　　　　　５４．２７８　　　　　　６１ ．４８９　　　　　３ろ．０３６

、、
十、。、十１、、十１。、

、、、、十、、、、
十上２王、十２２１、

ｌｌ’１

９７，９７８，０８７ １５３．５１０４，７２５

３０１；ｌｌ ２９１；ｌｌ； １１５，９２４　　　　　勾１ ．９８７　　　　　４４．５７４　　　　　２９ ，３６３

＋＋＋３８ ，８　　　　　　　１４，１　　　　　　　１４．９　　　　　　　　９ ．８

＋＋＋主４５．０　　　　　　　１３１ ．１　　　　　　ｉ２ア ．８　　　　　　２２ｂ ．０

ｌｌｌｌ 工１１１１

ア２ ，３ １２２ ．ｉ

金（補助金）の削減策が追求されている現下の情勢は京都市にとっ て殊の外危機

的である 。

（６５３）
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　京都市以外の８都市に関して指摘すべきことは，川崎 ・大阪両市で自主財源

比率が１０劣以上上昇したこと，川崎 ・大阪 ・福岡３市が市債比率を著しく低下

させていること，横浜市の市税の伸び率が高くしかも市債比率を高めている唯

一の都市であること，川崎市では個人 ・法人市民税の伸び率が高く自主財源比

率が３／４を越えていることなどである 。

　（２）　歳出構造

　昭和５８年度の京都市の歳出構造で特徴的たことは，義務的経費およびその他

経費の比率の急増と投資的経費の１０ポイソトという劇的減少である。京都市の

財政硬直化は格段と進んだと言わなげれぱならたい 。

　義務的経費急増の原因はほとんどもっ ぱら公債費比率の急増である。すなわ

ち， 公債費比率は昭和５３年度より４．６ポイソトも増えて１０．９労とたり ，８都市

平均を遂に上回ってしまっ たのである。人件費比率は徴減，扶助費比率は新老

人保健制度の平年度化に伴たう老人福祉費の大幅減により伸び率が鈍化して
Ｏ．

８ポイソト増に留まっ た。

　ところが，８都市平均では公債費比率が２．８ポイソト増加したもの上 ，人件

費・ 扶助費の比率がいずれもそれぞれ０．７，Ｏ．８ポイソト減少したため，全体

としての義務的経費比率は１．３ポイソトの増加に留まり ，京都市とは極めて対

蹴的である 。

　ここで，９都市の歳入面におげる市債額と歳出面におげる公債費の絶対額を

比較しておきたい。すなわち，公債費が市債額を上回る「サラ金財政」とた っ

ているのは京都 ・川崎 ・大阪 ・神戸 ・北九州の５市に及び，なかでもそのマイ

ナス差額において大阪市 ・川崎市についで京都市の順に深刻だということであ

る。

　京都市の昭和５８年度におげる投資的経費は昭和５３年度比で１４．７ポイソトも減

少し，既に述べたように歳出総額に占める比率が１０ポイソト減少して１９．７劣に

まで低下した。他方で，８都市平均の投資的経費は昭和５３年度比で８．５ポイソ

ト増でとにかく純減だげは回避し，その比率も６．４ポイソト減の２６．３刎こ食い

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５４）
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とめた。その結果，京都市の投資的経費比率は８都市から６．６劣もの差を付げ

られ，絶対的水準において８都市平均の２／３以下となってしまい再び昭和４８年

度の格差に近づいてしまっ たのである。京都市の計画的な都市建設 ・杜会資本

の充実にとっ て危機的で深刻な事態となっている。こうした事実こそ京都市当

局が絶対額でそれ程多くもない古都税に頑強に固執する根拠である 。１９９４年に

京都市は建都１２００周年を迎え，京都市経済再生 ・活性化を最も重要な政策目標

にしてビッ グ・ ブロ ジェクトの建設投資計画が目白押しであるが，いかにして

建設資金を調達するのであろうか？　まさに重大問題である。安易に市債増発

をして調達した場合，それによる建設投資が京都市の経済成長率の上昇と市税

収入の増加をもたらさなかったたらぼ，京都市は公債費比率の急上昇や実質収

支赤字の巨額化により財政再建団体に転落する可能性もでてきうるのである 。

　その他経費は京都市でも８都市平均でも昭和５３～５８年度問で主要３経費のな

かで最も伸び率が高く ，その歳出総額に占める比率はともに３１劣水準となり ，

投資的経費を圧迫する重大要因にな った 。

　京都市以外の８都市に一ついてさらに特に指摘しておくべきことは，投資的経

費比率が１０ポイ：／ト以上下落したのか川崎 ・大阪 ・神戸 ・福岡の４市にものぼ

ったこと，川崎市の人件費比率が相変わらず群を抜き公債費比率の高さととも

に投資的経費の圧迫要因となっていること，大阪市は９都市中義務的経費比率

で首位に立ち公債費の高水準とともに財政硬直化が最も深刻だと思われること ，

神戸市は公債費とその他経費比率の高水準により投資的経費が圧迫されている

こと，北九州市は扶助費比率が依然として最高水準にあること，福岡市は公債

費とその他経費の急増により投資的経費が雛寄せを受けていることである 。

〔４〕昭和４８～５８年度における京都市と政令指定８都市の財政諸指標の

　　比較評価

　本稿最後の課題のために作成したのが，第３表である（東京都 ・広島市は参考

程度）。 地方 ・都市財政の諸指標を比較評価するためには中長期の時系列で検

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５５）
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　　　　　　　　　　第３表　政令指定都市の財政諸指標の

昭和４８年皮 昭和５１年度

葵竈収支

　　率
（％）

公価，比　率（％）

径常収支

　　奉
（％）

奏貫収支

　　卒
（％）

公ｏ口比　率（％） 財政カ椙　政（４９－５１平均）

蟹常収支

　　率
（％）

案賛収支

　　率
（％）

札螂市
５， ８ ６． ８ Ｏ． ５５ ６３ ．０ ０． ４’ ６． ８ Ｏ． ６０ ６９ ．５ ２． ４

頁京ヨ
３． ０ ４． ５ ｏ． ４王 ４５ ．２ ４． １ １１ ．４ ０． ７９ ８５ ．６ ３． ６

川肯市
６． ５ ８． ３ １． ０３ １８ ．５ ３． ８ １１ ．６ ０． ８４ ８９ ．８ ０． １

嶺浜市 ▲　Ｏ １ ６． ８ ０． ８３ ７０ ．２ ・０ ．２ ８． ｏ ０． ７９ １６ ．２ ２． ２

名吉屋市
１． ３ ４． ６ ０． ９０ ６９ ．５ １． ７

５，
４ ０． ８１ ７９ ．３ ２． ３

京魯市 ▲　０ ．１
６． ９ ０． ７２ ア１ ．９ ２． ７ ９． ５ Ｏ． ６７ ８０ ．４ ▲　０ ．１

大阪市 ▲　３ ．５ １２ ．６ Ｏ． ８５ ７２ ．４ ▲　工 ．２ ｉ４．６ ０． ８５ ”． ８ ▲　０ ．月

柿戸市 ▲　０ ．８
６． ７ ０． ７３ ７２ ．６ １． ７ ９． ０ ０． ７２ 洲． ３ ２． １

広£而
４． １ ６． Ｏ １． Ｃ３ ６０ ．９ ５． ６

７． ０ 王． １ｉ ｂ６ ．４ １． ９

北九州布
２． Ｏ ５． ２ Ｏ． ６４ “． ９ ３． １ １０ ．５ ０． ６０　　３６ ．１ ４． ｏ

梧岡市
６． Ｏ ６． ３ ０．

バ ６２ ．６ １１ ．７ ７． ９ Ｏ． ６３ ６‘
ヲ． ８ ３． ３

司市平均
５． ６ １． ８ ０． ５４ ７３ ．６ ４． １ ９． ５ ０． 舳 ８三 ．２ ４．

ｏ

全国平均
ア． ３ ６． ７ ０． ３ｉ ７２ ．４ ７．

６　　　３ ．２ ・　Ｏ ．３５
７１’． Ｒ ６． ピ

昭和５６年度 昭和５７年度

案貨収支

　　率
（％）

公宿邊比　率（％）

財政カ

５４－５６比 　率１公価■
均） 　（％）Ｉ（％）
：可写豚竈

札９市
２． １ ８． ４ ０． ５８ ６３ ，８　　１０ ．３ ０． ４ ９． ２＝ 　Ｏ ．５９ ・　６４ ．１

頁京ヨ
２． ９ １１ ，５ ０． ８５ ８３ ．０　　８ ．８ ４． ３

ｌｌｌ１片
川笥市

１． ５ ．ユ２ ，０ ０． ９１ ８３ ，７　　１５ ．７ ５． ７

お浜市
１． ６ ７． １ ０． ８２ ７６．０　　８ ．９ ◎． ８一 ア． ム ０． 帥・ 　　７６ ．８

名古屋而
Ｏ． １ ８． ５ ０． ８２ ８２ ．９　　８ ．３

０． 且 ８． ９ Ｊ． ８５ ・　８工 ．４

頁日而 ▲　１ ．４ １１ ．２ Ｏ．

“ ８３ ，７　　１６ ，４ ▲　ｏ ．ｅ １Ｏ ．８ Ｏ． ６５ ８５ －３

夫阪市 ▲　０ ，２ １６ ．９ ０． ８４ ９２ ．６　　ｉ９ ．２ ▲　ｏ ．１ ｉア ．６ Ｏ． ８６ ９３ ．４

沖戸市
０． ４ 王３ ．２ Ｏ． ６７ ｇユ 、５　　１６ ．１ ｏ． ９ 王３ ．７

広９市
１． ３ ８． ８ ０． ８９ ６５ ，６　　１０ ．８ ．．

３

北九知而
３． ４ ｉ１ ．３ Ｏ． ６１ ８０ ，３　　１４ ．６ ２． ８ １２ ．１〕 ０． ６２ ７９ ．１

梧日市
３． ０ １３ ．５ Ｏ． ６５ ７２ ，９　　１５ ．４ ２． ８ １４ ．０ Ｏ． ６５ ７２ ．０

魯而平均
３． ９ １１ ．９ ０． ６３ ７９ ．ｉ　　　 一 ４． ０ １２ ．６ ０， ６５ ７８ ．８

全国平均
５． ７ １１ ．６ ０． ３８ ７７．２　　　一

５． ９ １２ ．３ ０． ３９ ７５１９

　　（備考）Ｏ　東京都は，２３区および都市合計の平均である。　　都市および全国平均は，すぺて単純平均であ

　　　　　　▲は，マイナスを示す 。
　　（資料）　自治省財政局指導課『市町村財政状況調』各年版（昭和４８～５３年），自治省財政局編『市町村決算状

討することが重要であろう 。

（６５６）
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推移（昭和４８年度～昭和５８年度）

１２１

昭和５３年度 昭和５５年度

公行口 司政力Ｉ蟹扁収支１左の内

葦捌 比、、チ；慨
奏賢収支 公行口 盗鳥収支１圧の内

、、テ；慨

７． ６ ０． ５８ ６６．３　　８ ．４
３． ２　 ７． ９・ Ｏ． ５７ ６５．２　　９ ．８

１２ ．０ ０． ３２ ８４．９　　８ ．４
．３ ．３ １１ ．７ ０． ８３ ８３．１　　８ ．７

１２ ．１ ０． ９０ ８９ ．６ Ｉ　１３ ．８ ２． ８． １１ ．８ ０． ９１ ８０ ，７　　１４ ．１

Ｏ． ８２ ７６．７　　９ ．４
２． １

６． １ ０． ８１ ７２ ．５　　７ ．４

Ｈｌ
０． ８３ ７９ ．４　　６ ．１

１． ３ ７． １ ０． ８０ ７９．０　　６ ．８

１０ ．１ ０． ６４ ７９ ，９　　１２ ．５ ▲　ｏ ．９
１０１’６ Ｏ． ６３ ８３ ，１　　１５ ．４

１６ ．Ｏ ０． ８５ ９０ ，７　　１６ ．８ ▲　Ｏ ．２ １６ ．７ ０． ８３ ９０ ，５　　１８ ．５

９． ６・ 　０ ．７１ ８７ ，７　　１０ ．４
１． ３ １２ ．６ Ｏ． ６７ ８９ ，３　　１５ ．１

８． ９・ 　１ ．０５ ７０ ．２　　９ ．７
２． ５ ８． ５ Ｏ． ９３ ６５，４　　１０ ．０

８． ５・ 　０ ．６２ ８１ ，７　　１１ ．Ｏ
４． ｏ １１ ．Ｏ Ｏ． ６１ ８０ ，５　　１４ ．０

１０ ．２ ０． ６ア

　　■７３

，３　　１０ ．６ ２． ６ １２ ．２ ０．
６５ ７４ ，０　　１３ ．９

１０ ．４ ０． ６２ ８０ ．２　　　 一
４． ３ １三 ．３ Ｏ． ６２ ７９ ．３　　　 一

９． ５ ０． ３６ ・　７ア．７　　 一
６． Ｏ・ 　ユ０ ．７ ・　０

．３１ ７７．６　　　 一

昭和５８年度

左の内１Ｉ公信讐１　（％ｊ

実舳支；公舳：

（、
沽、苧

財政カｉ鯛収支１左の内

醐比 、託ア｝
１！ ．５ ０． ２

９． ６・ 一０ ．６０ ６６ ，５　　１２ ．２

４． ８ １２ ，１ ０． ９１ ８０ ．９　　９ ．４　９，１１１、。１、、

３． ０・ 　１２ ．５
０． ９４ ア９ ，７　　１４ ．９

０． ６
８． ０ ０． ８６ ア７ ．１　　９ ．９

８． ６ ０． ３ ９． ４ Ｏ． ８７ ８３ ．０　　８ ．９

１７ ．ア ｏ． ４ １１ ．６ ０． ６６ ８１ ，８　１８ ．４

２０ ．４ ▲　Ｏ ．１ ・　１７ ．５
Ｏ． ８９ ９３ ，５　　１９ ．９

）． ｉ
１． ４　 ユ４ ．８ ０． ７０ ８９ ，８　　１８ ．１

１土 ．９ ユ． ６
９． ５ ０． ３５ ６７ ，７　　１２ ．５

１６ ．Ｏ ２． １ １３ ．３ ０． ６２ ８０ ，７　　１７ ．４

１６ ．１ ３． ２ １４．６ ０． ６６ ７２ ，５　　１６ ．４

’
４． ６ １３ ．７ Ｏ． ６８ ７９．３　　　 一

’
６． ４ １３ ．４ ０． ４０ ７８．１　　　 一

る。

況調』各年版（昭和５５～５８年）より作成 。

（１）実質収支比率

実質収支は，当該年度に帰属すべき収支の実質的な差額すなわち純剰余ない

　　　　　　　　　　　　　（６５７）
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し純損失を意味し，財政状況の健全性を判断する重要な指標の一つである。実

質収支の赤字は財政運営の危機的現象であり絶対的に避げなげれぱならないが
，

その黒字額も大きげれはよいというのではない。すなわち，後者は財源の効率

的活用に低触するからである。実質収支比率はいわゆる標準財政観模に対する

実質収支の割合であり ，一般的に（黒字額）３～５劣が望ましいとされている 。

　この視点から第３表を見ると，京都市の実質収支は既に指摘したように基調

的に赤字であり ，実質収支比率は振幅が大きいながらもマイナス率が拡大する

趨勢を辿っているように思われる。こ二で注目すべきは大阪市の実質収支の

（第３表の隈りで）一貫した赤字であるが，しかしそのマイナス率は趨勢的には

減少煩帥こある。とはいえ，いずれも市債等の借入金依存の増大によっ てこう

した水準に留まっ ているのである 。

　そして，京都市の実質収支比率の都市 ・全国平均に対する深刻な格差が止目

される 。

　実質収支比率で健全性をほ父維持しているのは，川崎 ・北九州 ・福岡の３市

である 。

　（２）公債費比率

　市債（地方債）は都市の借金であり収支に現れたい赤字的要素であるがゆえ

に・ 公債費は都市にとり最大の義務的経費の一つである。したがって，公債費

は財政硬直化の最大の指標となる。そして，公債費の財政負担状況を示すのに

　般的に使用されているのが公債費比率である（計算方式は複雑なので省略する）。

　公債費比率は財政構造の弾力性を判断する重要な指標の一つであり ，市町村

では６～７劣未満が妥当たライソ，１０％未満が適当なライソとされ，さらに１５

劣が警告ライソ（黄信号），２０劣が危険ライソ（赤信号）とされている
。

　京都市の公債費比率は昭和５３年度には適当とされる上限１０劣未満を越えた
。

京都市の公債費比率は趨勢的に上昇しているが，８都市とて同様である。９都

市・ 都市平均 ・全国平均の公債費比率はともに趨勢的に上昇し，そ９中で昭和

５５年度以降市債発行額を一貫して削減している京都市の相対的地位は改善され
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てきていると言わなけれぱならない 。

　すなわち，京都市の公債費比率は昭和４８年度には９都市中大阪 ・札幌両市に

次いで第３位で都市平均と全国平均の問に位置して，昭和５３年度には第４位で

都市平均はもとより全国よりも僅かであるが低くなり ，さらに昭和５８年度には

第７位で都市 ・全国平均の２％程度も低くたったのである。しかし，このこと

は歳出総額に占める公債費負担の重圧を減殺するものでは決してない 。

　昭和４８年度に公債費比率で適当とされる上限１０劣未満を越えていたのが９都

市中大阪市のみであったが，その後増加趨勢を辿り ，昭和５８年度には横浜 ・名

古屋両市を除く７都市とな った。しかもこの問都市平均も全国平均も１０％を越

えて警告ライソに接近し，大阪市は昭和５３年度には警告ライソも越え，神戸
・

福岡両市は警告ライソに極めて近い位置にある 。

　（３）　財政力指数

　「市町村の財政力の強弱は，標準的た行政活動を行うために必要な一般財源

に対する税収入の割合によっ て示される。この財政力を測る方法として　般的

に用いられるものとして財政力指数がある」，といわれる。財政力指数とは ・

いわゆる基準財政収入額の基準財政需要額に対する割合を当該年度を含む過去

３カ年分の合計額の３分の１の数値で示される。したがってまた，財政力指数

が！．００に近いほど財政力は強いと見なされる。これが１．ＯＯを越える地方団体は

余裕財源をもっ ていることを意味し普通交付税が不交付となる 。

　昭和４８～５８年度における京都市の財政力指数は９都市中最下位グノレープの

Ｏ． ６台に属して税収力の弱さを示し，趨勢的には低下煩向にある。すなわち ・

京都市の財政力指数は昭和４８年度で９都市中第６位，昭和５３年度では第７位 ，

昭和５８年度では福岡市と同数の第６位で，しかも趨勢的に上昇傾向にある都市

平均を初めて割り込んだのである 。昭和５８年度にＯ．６台に京都市を含む下位４

都市が横並びにたっているのが注目される 。

　他方，財政力指数の高い東京圏大都市と近畿圏の中心都市＝大阪市はＯ．８～

１． Ｏの間で推移している。横浜市と大阪市の昭和５８年度の指数は昭和４８年度以
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来の最高数値を示し，それぞれＯ．８６，Ｏ．８９とな っている。９都市中財政力指数

がほ父一貫して最も高いのは川崎市である 。

　（４）経常収支比率

　地方団体の財政構造の健全性および弾力性の両方を最もよく示す指標に経常

収支比率がある。これはｒ財政健全化のバ 目メーター」ともｒ財政の健康診断

の柱」ともいわれる。経常収支比率は「経常経費充当　般財源」に対する「経

常　般財源収入額」の割合として表わされる 。

　経常収支比率は都市にあ っては７５労以下が妥当とされ（或いは７０％以下が合格

ライソ），８０劣を越えると危険で財政構造は弾力性を失いつ二 あると評価される

のである 。

　昭和４８～５８年度間における京都市の経常収支比率の推移は昭和５７年度までの

一貫した増加趨勢であり ，昭和５１年度に早くも危険ライソを越え昭和５７年度に

は最高の８５．３まで達し，財政硬直化 ・不健全性はかなり進行したのである。昭

和５８年度に３．５ポイソト低下したが，これが一時的なものか持続的なものにた

るかが注目される処である。そして経常収支比率の中での公債費の割合が大阪

市についで高いのに留意されるべきである 。

　経常収支比率が最も高いのが大阪市，次いで神戸市，そしてさらに京都市と

名古屋市がほど横に並ぶ。大阪市は昭和４８～５８年度間，昭和４８年度を除き一貫

して８５劣を越え，さらに昭和５３年度以降は９０劣をも越えて財政硬直化 ・不健全

性は重病段階にある。大阪市は今目ほとんど単独事業のでき難い厳しい事情に

ある，と思われる。神戸市は大阪市と京都市の中問段階にある，と推定される 。

　経常収支比率が妥当とされる都市は昭和４８年度には川崎市を除く８市を数え

たが，昭和５３年度には札幌 ・福岡の２市，さらに昭和５８年度も札幌 ・福岡の２

市のみである。この比率の合格都市となるともっと減って，昭和４８年度の３市

から昭和５１年度には２市に減り ，昭和５３年度以降は札幌市のみである 。

　都市平均でも全国平均でも経常収支比率は昭和５１年度以後危険ライソ前後で

推移し，地方財政危機の深刻さを明示している 。
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結びにかえて

　以上，私は，本稿で，第１次石油危機を契機としてこの国の経済が不安定低

成長期に移行した昭和４８年以後の京都市財政の構造分析を展開してきた ・

　これによっ て， 今目 ，財政危機は京都市のみならず地方団体全体に及んでい

ると 上もに，就中，京都市の財政危機は政令指定９都市の中では関西経済の地

盤沈下のなかで大阪市 ・神戸市とともに極めて深刻な段階に達していることを

論証できた，と考える 。

　同時に，前稿（ｒ京都市経済の衰退傾向』）の結論と重畳させるならぼ１所与の

条件の下で関西三大連担都市の中では今後の見通しにおいて京都市が最も悲観

的な状況にあることもほとんど明白である。京都市財政構造に大阪市や神戸市

よりも優位な面カミあるとすれぱ，それは消極的財政運営によっ て市経済全体と

同様に財政も「縮小均衡」的スパイラルに陥りか二っている結果としてであ乱

大阪市も神戸市も長期的にしか効果の現れ難い都市建設に関わる杜会資本投資

を京都市をはるかに上回って進めてきた。神戸市ではその成果は既に現れ始め

てし ・る 。

　京都市は，まさに今，産業経済活性化の課題も都市環境改善の課題も・さら

に市民福祉の計画的拡充の基盤としての市税収入源拡大の課題も・座して（ヒ

ナィソ ．不クレクトとして）事実上放棄するのか否かの岐路に立たされている 。
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